
「、指定通所支援基準条例第６２条の２の規定により基準該当児童発達支援と

みなされる通いサービス若しくは指定通所支援基準条例第８２条において準用

する指定通所支援基準条例第６２条の２の規定により基準該当放課後等デイサ

ービスとみなされる通いサービス」を加え、「利用者」を「障害者及び障害児」

に改め、同条第３号及び第４号中「利用者」を「障害者及び障害児」に改める。 

 第２０１条第１項中「川崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の

基準等に関する条例」及び「同条例」を「指定通所支援基準条例」に改める。 

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴

い、指定小規模多機能型居宅介護事業所に関する特例の要件のうち、登録定員、

利用定員等に基準該当児童発達支援又は基準該当放課後等デイサービスとみな

される通いサービスを利用する障害児の数を含めること等とするため、この条

例を制定するものである。 

議案第１０５号 

 

   川崎市国民健康保険条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 川崎市国民健康保険条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

            平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

                川崎市長 阿 部 孝 夫 

 

川崎市国民健康保険条例等の一部を改正する条例 

 （川崎市国民健康保険条例の一部改正） 

第１条 川崎市国民健康保険条例（昭和３３年川崎市条例第１５号）の一部を

次のように改正する。 

 第３５条ただし書を削り、同条に後段として次のように加える。 

この場合において、保険料の一部につき納付があったときは、その納付

の日以後の期間に係る延滞金の額の計算の基礎となる保険料の額は、その

納付のあった保険料の額を控除した額とする。 

第３５条に次の３項を加える。 

２ 前項の規定により計算した延滞金の額に１００円未満の端数があるとき、

又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てる。 

３ 第１項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間について

も、３６５日当たりの割合とする。 

４ 市長は、納付義務者が納期限までに保険料を納付しなかったことについ

てやむを得ない理由があると認めるときその他特に必要があると認めると

平成２５年 ９ 月 ２ 日提出

        川崎市長  阿  部  孝  夫

議案第１０５号



きは、延滞金を減免することができる。 

 第３６条第１項中「ときは、」の次に「納期限後２０日以内に」を加える。 

附則第１１項を次のように改める。 

（延滞金の割合の特例） 

１１ 第３５条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び

年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、当分の間、各年

の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合

を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以下この項において「特例基準割

合適用年」という。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）

とする。 

 （川崎市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第２条 川崎市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年川崎市条例第１２号）

の一部を次のように改正する。 

  第６条ただし書を削り、同条に後段として次のように加える。 

この場合において、保険料の一部につき納付があったときは、その納付

の日以後の期間に係る延滞金の額の計算の基礎となる保険料の額は、その

納付のあった保険料の額を控除した額とする。 

第６条に次の３項を加える。 

２ 前項の規定により計算した延滞金の額に１００円未満の端数があるとき、



又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てる。 

３ 第１項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間について

も、３６５日当たりの割合とする。 

４ 市長は、被保険者又は連帯納付義務者が納期限までに保険料を納付しな

かったことについてやむを得ない理由があると認めるときその他特に必要

があると認めるときは、延滞金を減免することができる。 

附則第３項を次のように改める。 

（延滞金の割合の特例） 

３ 第６条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．

３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、当分の間、各年の特例

基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算

した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセントの割

合に満たない場合には、その年（以下この項において「特例基準割合適用

年」という。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当

該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合

を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準

割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７.

３パーセントの割合を超える場合には、年７.３パーセントの割合）とする。 

 （川崎市介護保険条例の一部改正） 

第３条 川崎市介護保険条例（平成１２年川崎市条例第２５号）の一部を次の

ように改正する。 

  第１５条ただし書を削り、同条に後段として次のように加える。 

この場合において、保険料の一部につき納付があったときは、その納付

きは、延滞金を減免することができる。 

 第３６条第１項中「ときは、」の次に「納期限後２０日以内に」を加える。 

附則第１１項を次のように改める。 

（延滞金の割合の特例） 

１１ 第３５条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び

年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、当分の間、各年

の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合

を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以下この項において「特例基準割

合適用年」という。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）

とする。 

 （川崎市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第２条 川崎市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年川崎市条例第１２号）

の一部を次のように改正する。 

  第６条ただし書を削り、同条に後段として次のように加える。 

この場合において、保険料の一部につき納付があったときは、その納付

の日以後の期間に係る延滞金の額の計算の基礎となる保険料の額は、その

納付のあった保険料の額を控除した額とする。 

第６条に次の３項を加える。 

２ 前項の規定により計算した延滞金の額に１００円未満の端数があるとき、



の日以後の期間に係る延滞金の額の計算の基礎となる保険料の額は、その

納付のあった保険料の額を控除した額とする。 

第１５条に次の３項を加える。 

２ 前項の規定により計算した延滞金の額に１００円未満の端数があるとき、

又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てる。 

３ 第１項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間について

も、３６５日当たりの割合とする。 

４ 市長は、納付義務者が納期限までに保険料を納付しなかったことについ

てやむを得ない理由があると認めるときその他特に必要があると認めると

きは、延滞金を減免することができる。 

附則第３０項を次のように改める。 

（延滞金の割合の特例） 

３０ 第１５条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び

年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、当分の間、各年

の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合

を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以下この項において「特例基準割

合適用年」という。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）

とする。 



の日以後の期間に係る延滞金の額の計算の基礎となる保険料の額は、その

納付のあった保険料の額を控除した額とする。 

第１５条に次の３項を加える。 

２ 前項の規定により計算した延滞金の額に１００円未満の端数があるとき、

又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てる。 

３ 第１項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間について

も、３６５日当たりの割合とする。 

４ 市長は、納付義務者が納期限までに保険料を納付しなかったことについ

てやむを得ない理由があると認めるときその他特に必要があると認めると

きは、延滞金を減免することができる。 

附則第３０項を次のように改める。 

（延滞金の割合の特例） 

３０ 第１５条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び

年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、当分の間、各年

の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合

を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以下この項において「特例基準割

合適用年」という。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）

とする。 

附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２６年１月１日から施行する。ただし、第１条中第３５

条ただし書を削り、同条に後段を加える改正規定、同条に３項を加える改正

規定及び第３６条第１項の改正規定、第２条中第６条ただし書を削り、同条

に後段を加える改正規定及び同条に３項を加える改正規定並びに第３条中第

１５条ただし書を削り、同条に後段を加える改正規定及び同条に３項を加え

る改正規定は、同年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の川崎市国民健康保険条例附則第１１項の規定、

第２条の規定による改正後の川崎市後期高齢者の医療に関する条例附則第３

項の規定及び第３条の規定による改正後の川崎市介護保険条例附則第３０項

の規定は、延滞金のうち平成２６年１月１日以後の期間に対応するものにつ

いて適用し、同日前の期間に対応するものについては、なお従前の例による。 

  

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

保険料の延滞金の割合の特例を見直すこと等のため、この条例を制定するも

のである。 




